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特定非営利活動法人全国木材資源リサイクル協会連合会 
 

平成 22 年度通常総会次第 
13：30～15：00 

式 次 第 
1. 開会の辞  片 岡 重 治 副理事長 

（NPO 法人中四国木材資源リサイクル協会代表理事） 
 

2. 挨  拶  彦 坂 武 功 理事長 
       （全国木材資源リサイクル協会連合会理事長・関東木材資源リサイクル協会会長)  
 

3. 議長選出 

 

4. 議事録署名人選出 

 

5. 議   事 

 

第 1 号議案 平成 21 年度事業報告について 
第 2 号議案 平成 21 年度事業収支決算について 
第 3 号議案 平成 22 年度事業計画(案)について 
第 4 号議案 平成 22 年度事業収支予算(案)について 
第 5 号議案 役員改選について 
第 6 号議案 そ の 他 

 
5. 閉会の辞   山 口 昭 彦 副理事長 
        （東海木材資源リサイクル協会会長） 



第 1 号議案 

平成 21 年度事業報告 

 

平成 21 年度の連合会の活動方針は、第 2 期５ケ年の出発としてこれまでの組織運

営や事業活動を積極的に見直し、「エネルギー」と「資源」を柱とする経済社会シス

テム変換時代に即応して行く必要があると位置付け、 

１． 連合会組織を一層強化するため、会員不在県の解消に努める 

２． 連合会活動の支援体制を拡充するため、NPO 法人の認定化を図る 

３． 自立に向けた活動資金を確保するため、共同購入や共販事業等を実施する。 

との活動目標を掲げた。 

しかしながら、リーマンショックにより 100 年に一度と言われる世界的な金融危機

は、日本の経済にも大きな影響を及ぼし株価の下落や基幹産業である自動車工業をは

じめ製造業の生産調整や倒産、雇用の解雇など、大きな社会問題にまで発展した。 

このような経済不況は、建設業の低迷をも招き、特に住宅建設の落ち込みは家屋の

解体廃木材を主原料としている我々連合会にとって、その調達に困難を来たし、事業

の休業に追い込まれる会員も見られるなど大変憂慮すべき状況となっている。 

一方、21 年度の活動目標を処理するため調査・広報推進委員会等で議論を重ねるな

ど鋭意努力はしたが、一部の事業については経済不況が大きな壁となり、残念ながら

目標とした成果を得ることは困難であった。 
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平成 21 年度「連合会の主な活動状況」 
 

１．情報の収集・伝達に関する事業 
（１）ホームページ等通信手段活用事業 
    ホームページを活用して 20 年度総会や時局講演会内容等について掲載するとと

もに、今年度はインターネットを活用してのアンケート調査、イベント情報を伝達
するほか国への要望事項等を照会するなど有効な活用を図った。 

   なお、一般からは、ホームページ開示しての問合せや来社による情報の収集に対
応した。 

（２）機関紙等発行配布事業 
    会報を発行し会員への配布やパンフレットを関係機関等に配布し連合会の事業

内容等について照会した。 
（３）関係機関からの情報収集事業 
    国・自治体及び関係機関からの情報を収集し、各協会事務局を通じ会員への伝達

を図った。 

２．調査・研究・開発に関する事業 
（１）木材リサイクル調査及び広報活動推進委員会の開催 
   本年度は、各種事業についての事務的、技術的な手法について検討した。 
（２）共販事業 

１）会員会社が保有する木質チップの一部を連合会が管理し、ユーザー会社の要請
に応じ配分するもので、その際の販売費の一部を連合会の経費の一部にと考え
て事業であるが、当面関東協会の会員会社で試験的な実施を検討した。 
その他、保険会社や分析検査会社とも協議し、可能性について検討した。 

（３）ＮＰＯ法人の認定化事業 
   連合会は、ＮＰＯ法人の認証は取得しているが、更にＮＰＯ法人の認定を取得す

れば、連合会への金銭の寄付等は免税措置が図られることから、認定を取得する
ための検討を行った。 

（４）組織の強化事業 
現在、連合会の組織は、北日本、関東、東海、近畿、中四国協会で構成されてい
るが、全国を網羅しているわけではない。 
北日本の北海道、東海の北陸、中四国の四国及び九州地域が会員不在となってい
る。 
なお、九州地域での組織は設置され独自の活動を行っているが、いまだ会員とは
なっていない。 
そこで、会員不在を解消するための検討を行った。 

（５）ＨＰ会員限定ページの開設事業 
会員だけが開示できるホームページを開設することのメリットや経費について
検討した。 

（６）各種調査の実施事業 
毎年度実施している木質チップの動向調査は、回答率が極めて低いことから今年
度は、設問内容等について検討した。 
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３．研修・イベント開催に関する事業 
（１）時局講演会の開催 
   3 月に実施された定期総会において、国土交通省、３Ｒフォ―ラムによる講演会

を開催した。 
   開催場所：住友林業会議室 
   参加者：65 名 
（２）視察研修会の実施 

１）木質チップ等の生産・販売に係る優良事例を視察研修のため、2 月、大分県の
㈱日田ウッドパワー及び九州・エコタウンを視察した。 

参加人員：１２名 
２）廃棄物の総合的な処理施設視察のため、6 月仙台環境㈱を訪問  

木くずの破砕処理施設、RPF,RDF 処理施設、石膏ボード処理施設、管理型
終処分場等 

（３）第 4 回ユーザー懇談会の開催 
マテリアル及びサーマル業界の代表者及び賛助会員並びに国行政の担当 

者を交えて「 近の木質チップの需要動向について」をテーマに意見交換をした。 
 マテリアル業界 日本繊維板工業会、ボード会社 6 社、製紙会社 1 社 

サーマル業界  製紙会社１社、セメント会社 2 社、売電会社 1 社 
国行政    環境省、国土交通省、経済産業省、農林水産省（林野庁） 
連合会    北日本、関東、東海、近畿、中四国協会 

   賛助会員   1 社 
４．協調・合意・連携に関する事業 

（１）会員協会との協調・合意・連携の強化 
１）6 月、北日本協会が開催した理事会に全国理事会が参加した。 

なお、その後引き続き開催した全国理事会にも北日本協会の理事が参加した。 
２）12 月、㈱九州環境ネットワークが沖縄県で開催した株主総会への参加要請が
あり、理事長が出席し「木材資源リサイクルの実態と今後の課題」について講
演した。 

（２）国・自治体施策への協力 
  １）千葉県が設置した市原養老地区の森林を対象とした「森林燃料プロジェクト化

検討会議」の委員として理事長が就任 
  ２）林野庁木材産業課主催の「繊維板原料木材の需給に関する意見交換会」に出席。 
    参加者：日本繊維板工業会、全国木材チップ工業連合会、全国素材生産業協同

組合連合会ほか 
３）東京都建設リサイクル・グリーン調達連絡会議出席（東京都庁） 

（３）関係業界団体との連携強化 
１）全国森林組合連合会、全国木材組合連合会へ訪問し、情報交換を行った。 
２）日本繊維板工業会と CCA 処理木材対策について協議を行い、連合会としての
対応を提示し理解を得た。 

（４）各種委員会及び協議会等への積極的参加 
１）建設副産物リサイクル広報推進会議委員会：理事長 
２）建設副産物リサイクル広報推進会議出席 （法曹会館） 
３）シンポジュウム：日本版バイオ燃料持続可能性基準の策定に向けて（アルカデ
ィア市ヶ谷） 

４）2009 建設リサイクル技術発表会・技術展示会 （札幌コンベンションホール） 
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５．要望・陳情・懇談に関する事業 
（１）国及び関係業界に対する要望・陳情 

木材資源のリサイクル推進に係る法制度の改善や経済不況から原料の確保等課題
解消のため、民主党企業団体対策委員長及び関係する 4 省大臣（環境省・経済産業
省・国土交通省・農林水産省）に 17 項目について要望した。 

６．啓もう・啓発に関する事業 
（１）新聞・テレビ等広報媒体の活用 
  環境展等を通じ木質チップの役割や連合会組織の啓発等の他今年度は、理事長が

NHK に出演し木材資源の重要な役割等を紹介した。 
１）環境展等への出展 

   ・エコライフフェアー２００９   代々木公園     ６月 
   ・３R 推進全国大会        千葉ポートアリーナ 10 月 
   ・環境エコプロダクツ２００９   東京ビックサイト  12 月 
 ２）理事長［ＮＨＫクローズアップ現代］に出演       5 月 
３）理事会、関東協会理事会に循環経済新聞社に加えて環境新聞社の記者同席   
４）国への要望書の提出に環境新聞社記者も同行し、担当者への提出時写真撮影が行

われた。 
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第2号議案　平成21年度事業収支決算について

当初予算 決算額 差額

Ⅰ　収入の部
1　会費・入会金収入 3,900,000 3,315,000 -585,000

入会金収入(賛助会員) 100,000 50,000 -50,000

会費収入 0

　　　正会員(5協会) 3,000,000 2,500,000 -500,000

　　　賛助会員 800,000 765,000 -35,000

2  事業収入 0 0 0

3　補助金等収入 0 0 0

4　その他収入 1,000,000 1,019,309 19,309

5　前期繰越 1,905,428 1,905,428 0

6  特別収入 0 0 0

当期収入合計 6,805,428 6,239,737 -565,691

Ⅱ　支出の部

１　事業費 5,905,342 4,613,116 -1,292,226

(１)情報の収集・伝達に関する事業 365,000 145,488 -219,512

(２)調査・研究・開発に関する事業 280,000 105,028 -174,972

(３)研修・イベント開催に関する事業 280,000 190,305 -89,695

(４)協調・合意・連携に関する事業 990,000 878,910 -111,090

(５)要望・陳情・懇談に関する事業 20,000 0 -20,000

(６)啓蒙・啓発に関する事業 370,000 88,815 -281,185

小計 2,305,000 1,408,546 -896,454

(７)各事業推進事務費(運営費の80％) 3,600,342 3,204,570 -395,772

2　管理費 0

一般管理費(運営費の20％) 900,086 801,143 -98,943

(運営費内訳)

人件費 3,300,000 3,085,200

消耗品費　 100,000 107,188

通信運搬費 300,000 266,890

通勤交通費 450,000 426,735

租税公課 250,000 80,290

手数料　　　 5,000 7,770

雑費 95,428 31,640

計 4,500,428 4,005,713

当期支出合計 6,805,428 5,414,259 -1,391,169

当期収支差額 0 825,478 825,478

前期繰越収支差額 0 0

次期繰越収支差額 0 825,478

平成21年度特定非営利活動に係る事業会計収支決算

特定非営利活動法人　全国木材資源リサイクル協会連合会

平成21年1月1日から平成21年12月31日まで

科　　　　　　　　　　　　目
金　　額　(単位：円）



科　目

Ⅰ　資産の部

　１　流動資産

　　　　現金預金

　　　　　普通預金（みずほ銀行平井支店） 993,373

　　　　　現　金 30,006

　　　　　未収金 47,000

　　　　　前払金　 89,485

　　　　　仮払金 0

　　　流動資産合計 1,159,864

　２　固定資産 0

　　　固定資産合計 0

資産合計 1,159,864

Ⅱ負債の部

　１　流動負債

　　　未払金

人件費 303,200

     法定福利費 23,400

通信運搬費 3,210

消耗品費 4,576

　　　流動負債合計 334,386

　２　固定負債

借入金 0

　　　固定負債合計 0

負債合計 334,386

Ⅲ正味財産の部

　　正味財産合計 825,478

負債及び正味財産合計 1,159,864

　　　　　　　　金　　額　　　　　　　　（単位：円）

平成21年度　　特定非営利活動に係る事業会計財産目録

 平成21年１月１日から平成21年12月31日まで

特定非営利活動法人　　全国木材資源リサイクル協会連合会
平成21年12月31日現在





第 3 号議案 
平成 22 年度事業計画（案） 

 
Ⅰ 概 要 

22 年度は、前年度と同様「エネルギー」と「資源」を事業活動方針とする。 
昨年、政府は、地球温暖化対策として 2020 年までに 1990 年比 25％の温室効果

ガスの削減を世界に約束した。 
国土の 3 分の 2 を占める森林は、3.8％の二酸化炭素ガスを吸収するといわれて

おり、農林水産省は、昨年 12 月 25 日付で「森林・林業再生プラン」を発表し森林

の整備を進めるとしている。 
これからのエネルギー需要は、従来の化石資源に代わり太陽光や風力に加えバイ

オマス資源の活用が益々重要となって行くことになる。 
そこで、連合会としては、国の施策に積極的に協力するとともに、自治体や関係

する団体と連携を図り、間伐材や林地残材など未利用資源を確保し、業界発展のた

めより一層の努力をすることとする。 
 

Ⅱ 主な事業 
１．温暖化防止対策に資するため、森林の整備事業に積極的に参加し、未利用資源

の確保に努め木質バイオマスチップの供給の安定化を図る。 
２．連合会組織を一層強化するため、会員不在県の解消に努める 
３．自立に向けた活動資金を確保するため、共同購入や共販事業等を実施する。 
４．地球温暖化防止対策に寄与するため、会員企業の取り組み事例を題材とした研

修を実施する。 
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 平成 22 年度事業計画（案） 
 
１．情報の収集・伝達に関する事業 
（１）ホームページ等通信手段活用事業 

ホームページや通信手段を活用し、必要な情報を適宜提供するとともに調査結

果やイベント等を公表する。 
（２）会報及びパンフレット・チラシ等を作成し、会員や関係者に広く配布する。 
２．調査・研究・開発に関する事業 
（１）木材資源リサイクル調査及び広報活動推進委員会の開催 
   連合会活動に必要な調査及び広報に関する手法等を検討し、各協会等を通じ広

く会員に公開する。 
なお、昨年度検討した木質チップの共販事業については、引き続き事業方法等

について検討するとともに、新たな商品についても調査・検討する。 
（２）未利用木材資源調査事業 
   原料及び燃料用の木材を確保するため、国・自治体が実施する森林整備等の情

報を的確に把握するとともに関係団体と連携し、間伐材等未利用資源確保事業に

参加する。 
（４）木質チップ等品質規格設定調査事業 
   先のユーザー懇談会においてもマテリアルユーザーは、品質に格差つけをして

いる旨の発言があった。今後は、引き取り価格に反映が出来るような公認規格の

設定を調査広報委員会で検討し、国等関係機関に提案する。 
（５）木質チップの動向調査 
   マテリアル・サーマルユーザーに木質チップ需要の動向について調査を行い、

各協会を通じ会員に伝達する。 
３．研修・イベント開催に関する事業 
（１）意見交換会の開催 

2 月の定期通常総会に併せて林野庁の担当者を招き当面する課題について意見

交換を行う。 
（２）賛助会員懇談会の開催 
   昨年度開催を見送ったことから、今年度は新理事長の下早い時期に開催を計画

する。 
（３）ユーザー懇談会の開催 

マテリアル・サーマル業界代表者並びに国の担当者を交え木質チップの動向に

ついて意見交換を図る。 
（４）会員による発表会 

循環型社会の構築や地球温暖化防止等環境に対する関心が高まっており、特に

温暖化防止は、 2020 年に 1990 年比で 25 ％の温室効果ガスの削        

減を提言しており、今後我会員にも削減の義務が課せられることが予想され
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る。 
そこで、会員の中で既に温暖化対策に取り組んでいる事例を照会する場を設

け、研修の題材とする。 
（５）その他 

毎年実施している企業の優良事例を研修する視察研修会と木質チップの生

産・流通・販売等に係るシンポジュウムは、22 年度、実施を見送ることにしたい。 
４．協調・合意・連携に関する事業  
（１）会員協会との協調・合意・連携の強化 
   各協会の事業活動に協調するとともに通信媒体を活用して地域とのコミュニ

ケーションを図り、業界発展に寄与する。 
（２）国・自治体施策への協力 
   国や自治体が実施する事業を的確に把握するとともに事業に積極的に協力す

る。 
（３）関係団体との連携強化 
   森林組合連合会等の業界団体は、国からの事業を請け負うことから連携を密に

するなどして情報を収集し、会員企業が事業への参加が出来るよう働きかける。 
（４）各種委員会及び協議会等への積極的参加 
   国、自治体及び関係する団体等が主催する委員会や協議会に積極的に参加し、

必要な情報を収集し木材資源リサイクルの推進に寄与する。 
（５）連合会運営事業 
   連合会活動を的確に運営するため、定期的に理事会、協会長会議、総会その他

必要に応じ役員会を開催し、各種事業の推進を図る。 
５．要望・陳情・懇談に関する事業 
（１）国及び関係業界等に対する要望・陳情等 
  木材資源のリサイクル推進に係る制度改善及び課題解消に必要な案件について

国及び関係機関に要望・陳情するとともに懇談会を開催し理解と協力を求める 
６．啓もう・啓発に関する事業 
（１）新聞・テレビ等広報媒体の活用 
   連合会の活動状況を新聞やテレビ等の広報媒体を活用し、積極的に啓発する。 
（２）環境展等への参加 
   環境展やエコプロダクツ展等に出展し、木質チップ活用の照会や連合会組織の

広報に努め、一般や関係者の理解と協力を求める。 
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第4号議案 　　　　　　　平成２２年度事業費収支予算（案）内訳
Ⅰ　収入の部

　　　金　額 　　備　　　考

正会員〈５協会） 2,500,000 １協会５０万円

賛助会員（１0社） 700,000 １社７万円

協賛金 500,000 関東協会

繰越金 825,478

共販事業収益 70,000

4,595,478

Ⅱ　支出の部
事業費の内訳

21年度決算 22年度予算

148,740 0

57,750 0

171,305 0

負担金 250,000 0

委員会 93,028 0

会議費 290,488 45,000

報償費 10,000 10,000

HP管理費 65,100 250,000

印刷費 187,162 210,000

図書費 46,158 0

環境展出展 88,815 100,000

未利用資源対策 20,000

1,408,546 635,000

人件費　　 3,085,200 3,100,000

305,075 250,000

45,840 0

法定福利費 80,290 80,000

通信費 266,890 270,000

消耗品費 107,188 110,000

手数料 7,770 8,000

交通費 75,820 100,000

雑費 31,640 42,478

4,005,713 3,960,478

5,414,259 4,595,478

＊HP管理費　250,000円はホームページリニューアルのため22年度のみの予算

計

事業費

管理費

労災保険

専務理事、事務員

弁当、茶菓、懇親会

理事会、ユーザー懇談会等

建設副産物リサイクル推進会議

視察研修会

区　　分

会費

計

事業内容

首都圏連絡等

銀行振り込み等

文具等

情報収集

小計

交通費

全国理事会

通勤費

茶菓代等

旅費等 各協会派遣

科目

運
営
費

サーバー使用料等

小計

挨拶状・パンフレット

雑誌・建設リサイクル

会場費

定期代

燃料費

電話、ネット、切手、宅急便等

＊
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平成22年度事業費収支予算（案）内訳
Ⅰ　収入の部
区分 金額 内訳

会費 2,500,000 １協会50万円

700,000 １社7万円

入会金 0
その他収入 500,000 関東協会

共販事業収益 70,000
前期繰越 825,478

合計 4,595,478

Ⅱ　支出の部　　
事業費内訳

決算 22年度予算

１情報の収集・伝達に関する事業 145,488     405,000
①ホームページ等通信手段活用事業 65,100         250,000

②機関誌等発行配布事業 34,230         155,000

③関係機関の情報収集事業 46,158         0

２調査・研究・開発に関する事業 105,028     28,000
①調査及び広報活動推進委員会の開催 105,028 8,000

②木材資源の需給実態調査事業 0 0

③未利用木材資源対策事業 0 20,000

３研修・イベント開催に関する事業 190,305 17,000
①時局講演会の開催 10,000 0

②シンポジュームの開催 0

③ユーザー懇談会の開催 9,000 9,000

④温暖化対策研修会 8,000

⑤モデル工場等見学研修会の開催 171,305 0

４協調・合意・連携に関する事業 878,910 75,000
①会員協会との協調・合意・連携の強化 27,150 0

②連合会賛助会員との協同事業等の実施 0 5,000

③国・自治体施策への協力 0 0

④関係業界団体との連携強化 250,000 5,000

⑤各種委員会及び協議会等への積極的参加 35,600 0

⑥連合会運営事業 566,160 65,000

５要望・陳情・懇談に関する事業 0 10,000
①国及び関係業界等に対する要望・陳情 0 10,000

６啓蒙・啓発に関する事業 88,815 100,000
①新聞・テレビ等広報媒体の活用 0 0

②環境展等への参加 88,815 100,000

計 1,408,546 635,000
人件費　　 3,085,200 3,100,000

305,075 250,000
45,840 0

法定福利費 80,290 80,000
通信費 266,890 270,000
消耗品費 107,188 110,000
手数料 7,770 8,000
交通費 75,820 100,000
雑費 31,640 42,478

4,005,713 3,960,478

5,414,259 4,595,478

正会員(5協会）

賛助会員(10社）

賛助会員

事業区分

管理費

専務理事、事務員

通勤費
定期代
燃料費

合計

労災保険
電話代、切手、宅急便等
文具等
銀行振り込み等
首都圏連絡等
茶菓代等

運
営
費

計
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リニューアル後の
ホームページ
デザイン案

（トップページ）

リニューアル後の
ホームページ
デザイン案

（トップページ）
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リニューアル後の
変更点

リニューアル後の
変更点

会員専用ページを設けます。

会員が、専用のIDとパスワードを入力して閲覧できるページ。

会員にのみ提供したい情報を掲載し、非会員との差別化をはかることにより会員メリットを生み出します。

会員専用ページには、例年行っている「木質バイオマス需給調査」の結果や、時局講演会、ユーザー懇談会の資料を

ダウンロードできるページを設けます。

ホームページに掲載する情報をわかりやすく並べかえます。

現状のホームページでは見つけにくい、埋もれてしまっていたページを、リニューアル後はトップページにリンクボタンを

設置するなど工夫し、わかりやすくします。

（例：賛助会員募集ページ、国への要望書、時局講演会やユーザー懇談会の開催報告など）

わかりやすく便利なホームページをめざして細かな工夫をほどこします。

事務局の連絡先をトップページに表示させたり、木材リサイクル関係のイベント情報を掲載したり、ホームページ全体

の目次ページ（「サイトマップ」ページ）を設けるなど、ユーザーフレンドリーなホームページを目指します。
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ホームページ掲載情報と更新頻度一覧

•法人概要（随時更新）・・・年1回程度

•活動報告（年一回更新）

•木材リサイクルマップ（随時更新）・・・年1回程度

•会員一覧（随時更新）・・・年３～４回程度

•掲載記事（随時更新）・・・年３～４回程度

•リンク集（随時更新）・・・年1回程度

•What’s New・・・年３～４回程度

•【会員専用】調査結果（年1回更新）（木質バイオマス需給調査）

•【会員専用】会報（随時更新）・・・年３～４回程度？

•賛助会員の募集

•総会・時局講演会（年1回更新）

•ユーザー講談会（年1回更新）

•全国大会（随時更新）

•国への要望書（年1回更新）

平成22年度年間費用

•サーバ費用 2万4千円（税抜）

（ドメイン管理移行 1万円／ドメイン管理費 5

千円／サーバレンタル費 9千円）

•リニューアル費用 概算御見積 20万円（税抜）

（企画・進行管理費／デザイン費／

コンテンツ作成費／会員専用ページ作成費）

CMSという新しいホームページの作り方を導入し、事務局

でも簡単に情報を更新できるようにいたします。

※CMS…Contents Management System（今回は『MovableType』という

ブログのシステムを活用する予定）
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第 5 号議案 
役員の改選等について 

１． 役員 
連合会 氏  名 協   会 所  属 
理事長 彦 坂  武 功 関東協会  会 長 市川燃料チップ㈱ 
副理事長 鈴 木 隆 北日本協会 代表理事 ㈱クリーンシステム 
副理事長 山 口  昭 彦 東海協会  会 長 フルハシ EPO ㈱ 
副理事長 鷹 野 賢 次 郎 近畿協会  会 長 木 材 開 発 ㈱ 
副理事長 片 岡  重 治 中四国協会 代表理事 ㈲ 片 岡 工 務 店 
専務理事 鈴 木 重 芳 全国木材資源リサイクル協会連合会  
理 事 中 野 光 北日本協会 副代表理事 遠 野 興 産 ㈱ 
理 事 石 田  謙 治 東海協会  会計監査 岐 阜 代 用 燃 料 ㈱ 
理 事 船 越 登 近畿協会  副会長 関西チップ工業㈱ 
監 事 矢 嶋 明 関東協会  副会長 住 友 林 業 ㈱ 
監 事 田 中  一 正 中四国協会 監 事 ㈲ ま る ふ く 商 事 

 
 
２． 役員の選任 

新 役 職 氏 名 旧役職 備 考 
理事長 鈴木 隆 連合会 副理事長  
理 事（副理事長） 矢嶋 明 連合会 監事  
監 事 田中徳彦 関東協会 監事 新 任 
 

 
名誉会長【定款第 21 条】 

平成 22 年 1 月 21 日理事会の推薦 
名誉会長 彦坂武功 （前 NPO 法人木材資源リサイクル協会連合会理事長） 

 
 
４．定款の改正に係る申請について 
  21 年 3 月 13 日、総会において役員総数等の変更について定款の一部を改正する

案が了承されたことから、東京都知事に「定款変更認証申請書」により申請を行っ

た。 
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第 6 号議案 その他 
 

 
～参考資料～ 

・第 4 回ユーザー懇談会 

・要望書 

・環境分析調査 



第 4 回全国木材資源リサイクル協会連合会ユーザー懇談会 
 

平成 21 年 10 月 30 日、「 近の木質バイオマスの需要動向について」をテーマに連

合会とユーザー（マテリアル、サーマル）が一同に会し、自由に意見交換し、今後の

木材資源のリサイクルに資することを目的に懇談会を開催した。 
 
１ 期 日： 平成 21 年 10 月 30 日 
２ 会 場： 亀戸文化センター 
３ 出席者： マテリアル関係（繊維板工業会、ボード会社代表６社、製紙会社 1

社） 
             サーマル関係（製紙会社１社、セメント会社２社、売電会社 1 社） 
       来賓     環境省、国土交通省、経済産業省、林野庁 
        
       連合会 
       全国木材資源リサイクル協会連合会理事長 彦坂 武功 
       北日本木材資源リサイクル協会代表理事  鈴木 隆 
       東海木材資源リサイクル協会会長     山口 昭彦 
       中四国木材資源リサイクル協会      片岡 重治 
         ほか賛助会員、協会代表、連合会事務局、循環新聞社 
４ 懇談会の概要 
 ユーザー懇談会も今年で 4 回目を迎え、今回からは、マテリアルユーザーとサー

マルユーザーが一同に会し意見交換を行った。 
景気の低迷は、住宅建設の着工の落ち込みを招き、木質チップの原料である廃木材

の調達が困難な状況になるなど需要側、供給側とも大変な危機に直面している。 
 また、家屋解体にも問題があり、建設リサイクル法を無視したミンチ解体も横行

し、マテリアル用原料の品質が粗悪となっているほか、ユーザーにおける品質の格

差付けや買い取り価格の値上げの困難さ等、今後解決すべき課題は山積している。 
一方、国においては、森林の整備推進を掲げ国産材 50％の活用、森林組合の改善

路網の整備等を推進するとしている。 
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平成 21 年度国への要望事項 
環境省関係  （環境大臣 小沢 鋭仁） 
１．木材資源のリサイクルを推進するため、現行で一般廃棄物とされている剪 

定枝及び林地残材並びに事業系木くずなどの廃木材を産業廃棄物処理業において

も処理できる仕組みを図られたい。 
 
２．「木くず」の不適正処理を防止するため、廃棄物処理法第 15 条に規定する 
破砕施設の規模要件を撤廃し、設置許可の対象とされたい。      

 
３ 木くず破砕機の更新に際し、規模や設置場所に変更が無い場合は、更新前の施設

設置許可を踏襲し、届け出制にするなど廃棄物処理法の改正を図られたい。 
 
４．商品として販売されることが確実で（供給先との売買契約が成立している）ある

木質チップについては、廃棄物処理法で規定する廃棄物から除外されたい。 
 
５．産業廃棄物収集運搬業者は、広域に活動する場合、複数の自治体の許可が（更新

もふくむ）必要となり、事務も繁雑で且つ膨大な経費を要し経営に支障をきたして

いる。 
今後は、収集運搬業者の事業所が立地する地域の都道府県知事などの許可のみで、

国内どこでも収集運搬が出来るよう廃棄物処理法の改正を図られたい。 

６．産業廃棄物処理業者の優良性評価制度を拡充するため、業許可更新期間の延長な

ど更なるメリットを検討されたい。  

 

 

経済産業省関係 （経済産業大臣 直嶋 正行） 
１．木質バイオマス発電等の新エネルギー施設への補助金交付決定にあたって 
は、燃料需給の混乱を避けるため、地域の木質燃料供給団体に事前に協議されたい。 

 
２．木質燃料チップの需給安定を図るため、補助対象のバイオマスボイラーの 
バイオマス利用比率を現行の６０％から５０％に引き下げられたい。 
また、ヤシガラなど木質チップ以外の代替燃料も積極的に導入しバイオマ 

スカウントの対象にされたい。 
 

３．木材資源のマテリアルリサイクルを優先させると共に、リサイクル商品に 
ついての安定策を講じられたい。 

 
４．リサイクル産業の経営安定のため、産業廃棄物 終処分業と同様に中間処 

理業に対しても石油取引税の免税措置を講じられたい。 
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国土交通省関係  （国土交通大臣 前原 誠司） 
１．建設発生木材の再資源化を促進するため、縮減を容認する制度を改善され 
たい。 

併せて、一定の基準に適合した「優良資源化施設」を認定し、モデル施設 
の普及とリサイクル意識の高揚を図られたい。 

 
２．建築物の違法解体を防止し、再資源化率を向上させるため、解体工事基準（現行：

床面積８０m2）を引き下げ解体工事の大部分を届け出の対象とされたい。 
併せて、届け出内容の確認のため自治体職員による立ち入り検査の充実を図られ

たい。 
 
３．ＣＣＡ処理廃木材は、貴重な資源としてリサイクルが可能であるが、一方では重

金属等の含有が指摘されていることから早急に再資源化にあたってのマニュアル

等を作成し、資源としての活用を図られたい。 
 
 
農林水産省関係  （農林水産大臣 赤松 広隆） 
１．未利用木材資源の林地残材を積極的に活用するため、早急に資源化利用でき 
る体制づくりをはじめ、処理加工施設等の整備に必要な新たな助成制度の創設 
などについて、関係省庁を挙げて施策の充実を図られたい。 

 
２．「森林資源活用型ニュービジネス創造対策事業」など森林資源活用推進の事 

業展開にあたり、木材資源リサイクル団体の関与と関連情報の提供について 
配慮されたい。  

 
３．環境税の創設が議論されているが、運用面において、先の事業仕分けで廃止対象

となった森林整備事業等も適用の対象とされたい。 
 
４、全国的に問題となっているスギ花粉対策を積極的に推進されたい。また、この目

的で伐採された木材を、有効に活用し、かつバイオマス資源として市場に流通する

ような施策を確立されたい。 
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○写  

平成２１年１０月２２日 

 

協会長 各位 
全国木材資源リサイクル協会連合会 

理事長 彦坂 武功 
 
 

環境分析調査委託の単価契約について（お願い） 
 

錦秋の候、貴協会ますますご繁栄のこととお慶び申し上げます。 
また、日頃は当連合会の運営に格別のご支援を賜りお礼申し上げます。 
さて、連合会では、運営経費の捻出が課題となっていることから、協会

員企業のメ 
リットに結びつく収益事業を検討してまいりましたが、このたび環境計量

機関である環境保全株式会社との間に環境分析調査委託に関する単価契

約を締結いたしましたので、各会員企業からの業務委託を是非ご発注いた

だくよう、お願いいたします。 
ついては、今日会員各社のこの内容を周知され、ご発注いただける場合

は、当面平成２２年９月末までの間、随時受け付けておりますので、添付

の注文書によりご発注ください。 
委託手続きの流れは次のようになります。 
 
１．注文書を環境保全㈱へ送付する。✳１ 
２．環境保全㈱から受理済みの請書と試料発送用の着払い伝票が返送さ

れる。✳２ 
３．液体、汚泥等変質の可能性がある試料の場合は、保冷用パッケージ

が併せて送付される。✳３ 
４．試料を環境保全㈱に送る。 
５．原則として１０日以内に結果報告書が送付される。 
６．結果報告書を受領した翌月１０日までに前月分の請求書が送付され

る。 
７．請求書が送付された月の月末までに代金を支払う。✳４ 

 



✳１、協会員の紹介があれば、非会員でも単価表の価格で委託でき

ます。 

✳２ １ロット当たり、延べ項目数が３項目に満たない場合は、恐

れ入りますが、試料の送料はご負担ください。 
✳３ 試料の採取を含めて委託する場合は、ガス分析を委託する場

合、単価表にない項目を委託する場合等は別途ご協議ください。 
✳４．代金請求先、支払い方法等ご希望があれば抗議させていただ

きます。に 
また、不明な点がありましたらご遠慮なく事務局弘山又は環境保全㈱小

林までお問い合わせください。 
    
 

添付資料 
１．単価契約書 

 
２．単価表 

             
３．注文書書式 

 
問い合わせ先 

全国木材資源リサイクル協会連合会事務局 弘山 TEL03-3637-4008 

     環境保全㈱東京支店           小林 TEL03-6361-6854 
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1）土壌（溶出試験） 5）水質（健康項目）

単価（円） 項　　目 単価（円）
四塩化炭素 5,000                  四塩化炭素 5,000                  
1,2-ジクロロエタン 5,000                  1,2-ジクロロエタン 5,000                  
1,1-ジクロロエチレン 5,000                  1,1-ジクロロエチレン 5,000                  
シス-1,2-ジクロロエチレン 5,000                  シス-1,2-ジクロロエチレン 5,000                  
1,3-ジクロロプロペン 5,000                  1,3-ジクロロプロペン 5,000                  
ジクロロメタン 5,000                  ジクロロメタン 5,000                  
テトラクロロエチレン 5,000                  テトラクロロエチレン 5,000                  
1,1,1-トリクロロエタン 5,000                  1,1,1-トリクロロエタン 5,000                  
1,1,2-トリクロロエタン 5,000                  1,1,2-トリクロロエタン 5,000                  
トリクロロエチレン 5,000                  トリクロロエチレン 5,000                  
ベンゼン 5,000                  ベンゼン 5,000                  
カドミウム及びその化合物 3,000                  カドミウム及びその化合物 3,000                  
六価クロム化合物 3,000                  六価クロム化合物 3,000                  
シアン化合物 3,500                  シアン化合物 3,500                  
水銀及びその化合物 4,000                  水銀及びその化合物 4,000                  
アルキル水銀 8,000                  アルキル水銀 8,000                  
セレン及びその化合物 4,000                  セレン及びその化合物 4,000                  
鉛及びその化合物 3,000                  鉛及びその化合物 3,000                  
砒素及びその化合物 4,000                  砒素及びその化合物 4,000                  
ふっ素及びその化合物 3,000                  ふっ素及びその化合物 3,000                  
ほう素及びその化合物 3,000                  ほう素及びその化合物 3,000                  
シマジン 10,000                シマジン 10,000                
チウラム 15,000                チウラム 15,000                
チオベンカルブ 10,000                チオベンカルブ 10,000                
ＰＣＢ 20,000                ＰＣＢ 20,000                
有機りん化合物 8,000                  有機りん化合物 8,000                  

4,000                  
備考：試料前処理が困難な場合は、別途料金を申し受けます。 6）水質（生活環境項目）

項　　目 単価（円）
2）土壌（含有試験） 水素イオン濃度 1,000                  

単価（円） 生物化学的酸素要求量 4,000                  
カドミウム及びその化合物 3,000                  化学的酸素要求量 3,000                  
六価クロム化合物 3,000                  浮遊物質量 3,000                  
シアン化合物 3,500                  窒素含有量（全分解法） 4,000                  
水銀及びその化合物 4,000                  溶存酸素量 2,000                  
セレン及びその化合物 4,000                  電気伝導度 1,000                  
鉛及びその化合物 3,000                  ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質 3,000                  
砒素及びその化合物 4,000                  ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質（鉱物油） 5,000                  
ふっ素及びその化合物 3,000                  ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質（動植物油分類） 5,000                  
ほう素及びその化合物 3,000                  塩素イオン 3,000                  

3）汚染土壌セット料金 7）油分

単価（円） 項　　目 単価（円）
120,000              油臭 1,000                  
30,000                油膜 1,000                  

GC-FID法（油種判定無） 12,000                
GC-FID法（油種判定込） 18,000                

単価（円） ノルマルヘキサン抽出法 3,000                  
150,000              ダイオキシン類

環 境 調 査 分 析 単 価 表

含有試験9項目　一式

4）ダイオキシン類

項　　目

項　　目

第
二
種

項　　目

溶出試験26項目　一式

第
一
種

第
二
種

第
三
種

試料前処理（溶出液作成）

　 　環境保全株式会社 東京支店

　TEL(03)-6361-6854　FAX(03)-6361-6822

項　　目



    東京都港区芝公園2-4-1ﾀﾞｳﾞｨﾝﾁ芝ﾊﾟｰｸA-10F

（1）産業廃棄物（溶出・含有試験） (2)アスベスト

No. 項目 単価 項目 単価
試料前処理 6,000 アスベスト定性試験 40,000

1 カドミウム 3,000 アスベスト定量試験 50,000
2 シアン 3,500
3 有機リン 8,000 (3)ダイオキシン類
4 鉛 3,000 項目 単価
5 六価クロム 3,000 ダイオキシン類 150,000
6 砒素 4,000
7 総水銀 4,000 (4)産業廃棄物セット料金
8 アルキル水銀 8,000 　　（特別管理産業廃棄物の判定基準）
9 ＰＣＢ 20,000 項目 単価
10 トリクロロエチレン 5,000 鉱さい(7項目) 30,000
11 テトラクロロエチレン 5,000 燃えがら(7項目) 30,000
12 ジクロロメタン 5,000 ばいじん(7項目) 30,000
13 四塩化炭素 5,000 汚泥（24項目） 120,000
14 1,2-ジクロロエタン 5,000 ※ダイオキシン類は除く
15 1,1-ジクロロエチレン 5,000
16 シス-1,2-ジクロロエチレン 5,000 項目 単価
17 1,1,1-トリクロロエタン 5,000 廃棄物溶出試験(26項目) 120,000
18 1,1,2-トリクロロエタン 5,000 ※No.1～26
19 1,3-ジクロロプロペン 5,000
20 ベンゼン 5,000 (5)木くずチップ、ＲＰＦ
21 チウラム 15,000 項目 単価
22 シマジン 10,000 全水分 2,500
23 チオベンカルブ 10,000 灰分 3,000
24 セレン 4,000 発熱量(高位発熱量) 13,000
25 ふっ素 3,000 発熱量(低位発熱量) 16,000
26 ほう素 3,000 総水銀 6,000
27 銅 3,000 塩素 6,000
28 有機塩素化合物 12,000 鉛 4,000
29 熱灼減量 3,000 全クロム・六価クロム 4,000
30 強熱減量 3,000 砒素 6,000
31 含水率 2,500 亜鉛 4,000
32 ｐＨ 1,000 銅 4,000
33 油分 3,000 硫黄 4,000
34 ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質（鉱物油） 5,000
35 ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質（動植物油） 5,000 上記項目セット料金 48,000
36 ＣＯＤ 3,000 　（発熱量は低位発熱量です）
37 フェノール類 4,000
38 マンガン 3,000 CCA木材分析セット料金 14,000
39 クロム 3,000 　（全クロム、銅、砒素）
40 ニッケル 3,000
41 アンチモン 5,000 (6)大気測定（参考金額）
42 バナジウム 3,000 ばい煙測定 85,000～
43 硫化物 3,000 ダイオキシン測定 450,000～
（含有試験は試料前処理料金が不要となります）

備考：試料前処理が困難な場合は、別途料金を申し受けます。
　　：上記以外の項目につきましては、お問い合わせ下さい。

 : 大気測定等現地測定、ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞが必要な場合は別途御見積りとなります

2009年9月1日現在

　         　環境保全株式会社 東京支店

　     TEL(03)-6361-6854　FAX(03)-6361-6822

環 境 調 査 分 析 単 価 表



 
 

分 析 依 頼 書 
環境保全 株式会社 御中 

平成  年  月  日 

 
協会員会社名 

 

住所：〒      

会社名                    ご担当者名 

TEL            FAX 

（所属協会名） 

分析依頼会社名 
（協会員は記入不要） 

住所：〒      

会社名                    ご担当者名 

TEL            FAX 

報告書送り先 
（未記入は依頼会社） 

会社名： 

住所：〒        

請求書送り先 
（未記入は依頼会社） 

会社名： 

住所：〒        

報告書宛名（未記入は

依頼会社宛） 
                         様宛 

ご希望納期     月    日 速報の希望 
    月    日（方法：電話 / FAX） 

採取年月日 平成   年   月   日 報告書部数        部 

採 取 場 所  

備 考  

 
◆注文内容◆ 

分析品目・其の他 単 価 検体数 金 額 
    
    

    
    
    
    
    
    

消費税 5%  

    合 計  

 
 

分析サンプル送付先 ：  
環境保全㈱分析センター  
〒036-0164 青森県平川市松崎西田 41-10  Tel. 0172-43-1100  
お問い合わせ先   ：  
環境保全㈱東京支店   Tel. 03-6361-6854  担当 小林 

ＦＡＸ 

03-6361-6822 

受領印 



1）土壌（溶出試験）

分析方法
四塩化炭素 JIS K0125 5.1　パージトラップGC-MS法

1,2-ジクロロエタン JIS K0125 5.1　パージトラップGC-MS法

1,1-ジクロロエチレン JIS K0125 5.1　パージトラップGC-MS法

シス-1,2-ジクロロエチレンJIS K0125 5.1　パージトラップGC-MS法

1,3-ジクロロプロペン JIS K0125 5.1　パージトラップGC-MS法

ジクロロメタン JIS K0125 5.1　パージトラップGC-MS法

テトラクロロエチレン JIS K0125 5.1　パージトラップGC-MS法

1,1,1-トリクロロエタン JIS K0125 5.1　パージトラップGC-MS法

1,1,2-トリクロロエタン JIS K0125 5.1　パージトラップGC-MS法

トリクロロエチレン JIS K0125 5.1　パージトラップGC-MS法

ベンゼン JIS K0125 5.1　パージトラップGC-MS法

カドミウム及びその化合物 JIS K0102 55.2　電気加熱原子吸光法

六価クロム化合物 JIS K0102 65.2.3　電気加熱原子吸光法

シアン化合物 JIS K0102 38.1.2 全シアン加熱蒸留 及び38.2 ﾋﾟﾘｼﾞﾝ-ﾋﾟﾗｿﾞﾛﾝ吸光光度
法水銀及びその化合物 昭和46年環境庁告示第59号　付表1　原子吸光法

アルキル水銀 昭和46年環境庁告示第59号　付表2　ガスクロマトグラフ法

セレン及びその化合物 JIS K0102 67.2　水素化物発生原子吸光法

鉛及びその化合物 JIS K0102 54.2　電気加熱原子吸光法

砒素及びその化合物 JIS K0102 61.2　水素化物発生原子吸光法

ふっ素及びその化合物 JIS K0102 34.1　吸光光度法

ほう素及びその化合物 JIS K0102 47.3　ICP発光分光分析法

シマジン 昭和46年環境庁告示第59号　付表5の第1　固相抽出GC-MS法

チウラム 昭和46年環境庁告示第59号　付表4　固相抽出HPLC法

チオベンカルブ 昭和46年環境庁告示第59号　付表5の第1　固相抽出GC-MS法

ＰＣＢ 昭和46年環境庁告示第59号　付表3　ガスクロマトグラフ法

有機りん化合物 昭和49年環境庁告示第64号　付表1　ガスクロマトグラフ法

2）土壌（含有試験）

分析方法
カドミウム及びその化合物 JIS K 0102 55.2　電気加熱原子吸光法

六価クロム化合物 JIS K 0102 65.2.3　電気加熱原子吸光法

シアン化合物 JIS K 0102 38.1.2　全ｼｱﾝ加熱蒸留及び38.2　ﾋﾟﾘｼﾞﾝ-ﾋﾟﾗｿﾞﾛﾝ吸光光度法

水銀及びその化合物 昭和46年環境庁告示第59号　付表1　原子吸光法

セレン及びその化合物 JIS K 0102 67.2　水素化物発生原子吸光法

鉛及びその化合物 JIS K 0102 54.2　電気加熱原子吸光法

砒素及びその化合物 JIS K 0102 61.2　水素化物発生原子吸光法

ふっ素及びその化合物 JIS K0102 34.1　吸光光度法

ほう素及びその化合物 JIS K 0102 47.3　ICP発光分光分析法

分析方法
排ガス JIS K 0311 排ガス中のダイオキシン類の測定方法

環境大気 ダイオキシン類に係る大気環境調査マニュアル

排水、公共水、地下水 JIS K 0312 工業用水・工場排水中のダイオキシン類の測定方法

土壌 ダイオキシン類に係る土壌調査測定マニュアル

底質 ダイオキシン類に係る底質調査測定マニュアル

平成12年12月 厚生省告示第6号準拠

特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物に係る基準の検定方法

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類

第
一
種

第
二
種

第
三
種

項　　目

4）ダイオキシン類

項　　目

項　　目

第
二
種

灰試料

環 境 調 査 分 析 方 法 一 覧



分析方法
JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法

JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法

JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法

JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法

JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法

JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法

JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法

JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法

JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法

JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法

JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法

JIS K 0102 55.2　電気加熱原子吸光法

JIS K 0102 65.2.3　電気加熱原子吸光法
JIS K 0102 38.1.2 全シアン加熱蒸留 及び38.2 ﾋﾟﾘｼﾞﾝ-ﾋﾟﾗｿﾞﾛﾝ吸光光
度法昭和46年環境庁告示第59号　付表1　原子吸光法

昭和46年環境庁告示第59号　付表2　ガスクロマトグラフ法

JIS K 0102 67.2　水素化物発生原子吸光法

JIS K 0102 54.2　電気加熱原子吸光法

JIS K 0102 61.2　水素化物発生原子吸光法

排水：JIS K 0102 34.2　イオン電極法　環境水：JIS K 0102 34.1　吸光光度法

JIS K 0102 47.3　ICP発光分光分析法

昭和46年環境庁告示第59号　付表5の第1　固相抽出GC-MS法

昭和46年環境庁告示第59号　付表4　固相抽出HPLC法

昭和46年環境庁告示第59号　付表5の第1　固相抽出GC-MS法

昭和46年環境庁告示第59号　付表3　ガスクロマトグラフ法

昭和49年環境庁告示第64号　付表1　ガスクロマトグラフ法

分析方法
JIS K 0102 12.1　ガラス電極法

JIS K 0102 21及びJIS K 0102 32.3 隔膜電極法

JIS K 0102 17　滴定法

昭和46年環境庁告示第59号　付表8 ガラス繊維ろ過重量法

JIS K 0102 45.2　紫外吸光光度法

JIS K 0102 32.1 ｳｲﾝｸﾗｰ－ｱｼﾞ化ﾅﾄﾘｳﾑ変法

JIS K 0552　電気伝導率計

昭和49年環境庁告示第64号　付表4 抽出重量法

昭和49年環境庁告示第64号　付表4 抽出重量法

昭和49年環境庁告示第64号　付表4 抽出重量法

JIS K 0556　ｲｵﾝｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ法

1,3-ジクロロプロペン

ジクロロメタン

四塩化炭素

1,2-ジクロロエタン

1,1-ジクロロエチレン

シス-1,2-ジクロロエチレン

六価クロム化合物

シアン化合物

5）水質（健康項目）

項　　目

テトラクロロエチレン

1,1,1-トリクロロエタン

1,1,2-トリクロロエタン

トリクロロエチレン

ベンゼン

カドミウム及びその化合物

水銀及びその化合物

アルキル水銀

チウラム

チオベンカルブ

ＰＣＢ

有機りん化合物

セレン及びその化合物

鉛及びその化合物

6）水質（生活環境項目）

項　　目

電気伝導度

砒素及びその化合物

ふっ素及びその化合物

ほう素及びその化合物

シマジン

窒素含有量（全分解法）

溶存酸素量

ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質（動植物油分類）

塩素イオン

水素イオン濃度

生物化学的酸素要求量

化学的酸素要求量

浮遊物質量

ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質

ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質（鉱物油）



（1）産業廃棄物（溶出・含有試験）

No. 項目 分析方法
1 カドミウム JIS K 0102 55.2　電気加熱原子吸光法
2 シアン JIS K 0102 38.1.2　全シアン加熱蒸留 及び38.2　ﾋﾟﾘｼﾞﾝ-ﾋﾟﾗｿﾞﾛﾝ吸光光度法
3 有機リン 昭和49年環境庁告示第64号　付表1　ガスクロマトグラフ法
4 鉛 JIS K 0102 54.2　電気加熱原子吸光法
5 六価クロム JIS K 0102 65.2.3　電気加熱原子吸光法
6 砒素 JIS K 0102 61.2　水素化物発生原子吸光法
7 総水銀 昭和46年環境庁告示第59号　付表1　原子吸光法
8 アルキル水銀 昭和46年環境庁告示第59号　付表2　ガスクロマトグラフ法
9 ＰＣＢ 昭和46年環境庁告示第59号　付表3　ガスクロマトグラフ法
10 トリクロロエチレン JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法
11 テトラクロロエチレン JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法
12 ジクロロメタン JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法
13 四塩化炭素 JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法
14 1,2-ジクロロエタン JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法
15 1,1-ジクロロエチレン JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法
16 シス-1,2-ジクロロエチレン JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法
17 1,1,1-トリクロロエタン JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法
18 1,1,2-トリクロロエタン JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法
19 1,3-ジクロロプロペン JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法
20 ベンゼン JIS K 0125 5.1　パージトラップGC-MS法
21 チウラム 昭和46年環境庁告示第59号　付表4　固相抽出HPLC法
22 シマジン 昭和46年環境庁告示第59号　付表5の第1　固相抽出GC-MS法
23 チオベンカルブ 昭和46年環境庁告示第59号　付表5の第1　固相抽出GC-MS法
24 セレン JIS K 0102 67.2　水素化物発生原子吸光法
25 ふっ素 JIS K 0102 34.2　イオン電極法
26 ほう素 JIS K 0102 47.3　ICP発光分光分析法
27 銅 JIS K 0102 52.3　電気加熱原子吸光法
28 有機塩素化合物 昭和48.2　環告示第13号　別表第5　吸光光度法
29 熱灼減量 昭和52.11環整第95号　別紙2のⅡ-4　加熱重量法
30 強熱減量 昭和52.11環整第95号　別紙2のⅡ-4　加熱重量法
31 含水率 昭和48.2　環告示第13号　第1　加熱重量法
32 ｐＨ JIS K 0102 12.1　ガラス電極法
33 油分 昭和49年環境庁告示第64号　付表4　抽出重量法
34 ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質（鉱物油） 昭和49年環境庁告示第64号　付表4　抽出重量法
35 ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質（動植物油） 昭和49年環境庁告示第64号　付表4　抽出重量法
36 ＣＯＤ JIS K 0102 17　滴定法
37 フェノール類 JIS K 0102 28.1　4-アミノアンチピリン吸光光度法
38 マンガン JIS K 0102 56.3　電気加熱原子吸光法
39 クロム JIS K 0102 65.1.3　電気加熱原子吸光法
40 ニッケル JIS K 0102 59.2　原子吸光光度法
41 アンチモン JIS K 0102 62.2　水素化物発生原子吸光法
42 バナジウム JIS K 0102 70.4　ICP発光分光分析法
43 硫化物 JIS M 8813

(5)木くずチップ、ＲＰＦ
項目 分析方法

全水分 JIS Z 7302-3　加熱重量法
灰分 JIS Z 7302-4　加熱重量法
発熱量(高位発熱量) JIS Z 7302-2
発熱量(低位発熱量) JIS Z 7302-2＋JIS M8813
総水銀 JIS Z 7302-5　原子吸光法
塩素 JIS Z 7302-6　イオンクロマト
鉛 JIS Z 7302-5　電気加熱原子吸光法
全クロム・六価クロム JIS Z 7302-5　電気加熱原子吸光法
砒素 JIS Z 7302-5　水素化物発生原子吸光法
亜鉛 JIS Z 7302-5　フレーム原子吸光法
銅 JIS Z 7302-5　電気加熱原子吸光法
硫黄 JIS Z 7302-7　イオンクロマト
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